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協同総合研究所第 13回総会報告

～協同労働を広め促進する研究所へ～

2003年 6月28日東京都北区赤羽会館

　去る6 月 28 日(土)10：00 ～ 12：00 に東京都北区赤羽会館にて協同総研第13 回総会が
開催されました。（出席27 名）あいにくの雨模様で参加者はやや少なかったのですが、議
案の提案に対し、旺盛な討議が行われました。
　まず、司会の菊地事務局長から提案を行い、橋本吉広理事（地域と協同の研究セン
ター）が議長に選出されました。橋本議長の議事進行により、まず中川理事長の開会あ
いさつ、そして日本労協連より菅野理事長のごあいさつをいただきました。
　続いて、第1、第 4 号議案の提案を岡安専務理事が、第2 号議案を菊地事務局長が、第
3 号議案を梶監事が行いました。
　討議では島村主任研究員の特別報告を挟み、8 人の方が発言されました。討議の後、岡
安専務のまとめに引き続き、第1 ～ 4 号議案の採決、ならびに第5 号議案の提案と採決が
行われ、すべての議案が承認されました。
　最後に堀越新副理事長の閉会の挨拶で、総会は無事終了しました。なお議案につきま
しては誌面の都合上、第 4,5 号のみとさせていただきました。（編集部）



41

協同の發見 2003.7 No.132

　中川雄一郎（協同総研理事長／明治大学）

　本日は雨の
中お集まりい
ただきまして
ありがとうご
ざいます。簡
単に協同組合
等を巡る状況
を私の知って
いる限りでお

話したいと思います。
　先日私は日本の協同組合学会の代表として
カナダのビクトリア大学に行ってまいりまし
て、協同組合研究の3つのアプローチという
ことで、全体集会の講演をやらせていただき
ました。研究発表や講演を聞いております
と、協同組合をどうやって発展させていくか
ということのための理論的基礎、実践的な課
題を思想的・運動的にどういう風に支えてい
くかという議論が、様々な国で活発に行なわ
れていることがわかりました。特に先進資本
主義諸国ではかなりの社会学者が協同組合に
取り組もうという姿勢が見えました。社会学
的アプローチというのがベース化になってき
ました。従来日本ではマルクス経済学の流通
のところを基礎としたアプローチが多かった
のですが、日本でもやはり社会学的なアプ
ローチが必要になってくると私は感じまし
た。
　講演で私はアマーティア・センを基礎とし
た内容の話をしましたが、かなり多くの先進
資本主義諸国の研究者がアマーティア・セン
の研究をしていることがわかり驚きました。
特にＩＣＡの会長であるバルベリーニさんは
アマーティア・センの友達でありまして、そ

の考え方や思想・理論をもう少し協同組合運
動に取り入れるべきだということをおっ
しゃっていました。そういうことで協同総研
の研究ももう少し幅広く様々なアプローチを
してくれる人をぜひお迎えし、共に研究した
りしていきたいと思っております。
　お手元の資料に「雇用創出企画会議第一次
報告書」というのが渡っているかと思います
が、これについては後で菅野さん、島村さん
からご報告をいただけると思います。日本で
もそれなりの動きを見せてきているというこ
とだと思います。
それからカナダでもう１つ感じたことは、発
展途上国の人たちもかなりがんばっているな
と思いました。発展途上国で来る人たちは大
学の先生か官僚で、迫力があり、かなり自信
を持った報告をしておりました。おしなべて
言えることは、国際的に見て先進資本主義諸
国も発展途上諸国も協同組合運動を発展させ
ていこうとしています。そのための理論的・
思想的・運動的な研究をしっかりやっていこ
うという意思が確認されました。日本に帰っ
てきたら「雇用創出企画会議第一次報告書」
が出されたということで、協同総研の果たす
べき役割が一段と大きくなってきたというよ
うに感じました。
総会の後は田畑先生のアソシエーション論の
ご講演もございます。この機会をぜひ有意義
に使っていただきたいと思いますので1つご
協力をお願いいたします。
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　菅野正純（日本労協連理事長）

　おはようご
ざいます。本
当に今協同総
研が大事な役
割を果たすと
きにきてい
る、そういう
総会だと感じ
ております。
先日労働者協

同組合連合会も総会を行いまして、ＩＣＡの
バルベリーニ会長にも出席していただきまし
た。少し大げさかと言われるかもしれません
が、協同労働を軸にしまして新たな巨大な渦
が沸き起こりつつあると、時代の大転換を告
げるようなそういう時代ではないかと私は感
じております。田村さんが労働者協同組合は
大風呂敷を広げてきて、その大風呂敷は穴だ
らけだったけれども、ここにきて穴がだんだ
ん小さくなってきたんじゃないか、文字通り
の大風呂敷になるんじゃないかとおっしゃっ
ていますが、間違いないんじゃないかと思い
ます。その１つがグローバルなスケール・次
元での時代の大転換が始まっているというこ
とが見えてきたということだと思います。
　1990 年代は世界の協同組合の飛躍の時代
だったとバルベリーニさんは言われていま
す。これは日本の実感からしますと大いに
違っているところだと思います。例えばブラ
ジルは反グローバリゼーションの中心的な舞
台となりました。反グローバリゼーションか
らもう1つの世界が可能だと、民衆のグロー
バルなオルタナティブを提示するそういう場
となったブラジルでは、10年間で6倍も協同

組合が増えているということが1つの例とし
て出されています。実は90年代はそういう
ふうに民衆がグローバル資本主義に対する対
案というものを実践的に用意してきた時代な
んだということがいえると思います。そして
大内先生はこれをアメリカ、イギリスを中心
としたアングロサクソン的な資本主義が労働
をあくまでも企業の利益の材料として使い捨
てていくということに対する対抗がヨーロッ
パを中心として起こり、日本の中でもそうい
う機運が高まってきたんだ、始まっているん
だということをおっしゃいまして、実に18
世紀以降の世界経済、社会のあり方を根底か
ら問うという運動なんだというふうに改革を
されました。ということでこの総会を通じて
実に見事に、グローバル資本主義に対する民
衆のグローバルな連帯、オルタナティブとい
う時代なんだということが鮮やかに共有され
たというふうに感じております。
　2番目には私たちの協同労働の担い手の大
転換、それからより広く働く人びと市民の主
体の転換ということが大きく始まっていると
いうことが実感されました。今年の秋に名護
で1000人のケアワーカー交流集会というの
を開くということで実行委員会を重ねている
のですが、例えばそこで町田のさくらハウス
の小菅さんが言われるわけなんです。閉鎖し
たケアの会社から8人のケースをそのまま委
託されてとおっしゃっています。まともなヘ
ルパー集団というものを形成できない会社は
潰れていくだろうと、そういう中で労働者協
同組合がそれを継承し発展させていくんじゃ
ないかという自信をしっかりもっています。
と同時に利用している高齢者も活動の主体と
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なっていくような協同組合、そしてヘルパー
もホームヘルパーに行くだけではなくてデイ
サービスをやったり高齢者の教室に参加した
りという多様な働き方をしていく、そういう
協同組合をつくりたいとおっしゃられまし
た。ということで働く人々が自分たちが持っ
ている潜在的な能力ということに本当に自信
を持ち始めて、夢や想像力を思い切り開放し
て、こういう仕事をしたいということが鮮や
かに描かれていく。そしてそれに必要な能力
をしっかりと身につけていくという主体の大
転換、これはもう後戻りできない、後戻りす
ることがないと思います。そういう働き方を
実際に体験した人々はさらに突き進んでいく
ということなんだろうと思っています。
　例えば佐賀ではワーカーズコープをつくろ
う会というのが自発的に組織されていて、9
月にむけて6回の会合と勉強会を重ねて立ち
上げていくということで、300人の集会を成
功させて立ち上げていこうという動きがあり
ます。それから私も上智大学でお話をさせて
いただいたのですが、女子学生を中心に夜遅
く語り合っている。若い人たちが何の抵抗も
示していないこの体制の中でもうなんの遠慮
もいらないわけです。思いっきり自分たちの
やりたいことをどう実現していくのかという
ことに向かい始めたと、主体の転換というこ
とを強く感じました。
　そして3番目に政策の大転換を非常に感じ
ます。お手元にあります「雇用創出企画会議
第一次報告」ということで、雇用創出という
観点から厚生労働省の研究会が持たれて報告
がされました。大企業は雇用を削減してい
る、雇用を創出しているのは中小企業やサー
ビス業であり、とりわけて住民自身が地域の
課題を事業としていくコミュニティビジネス
だということを明確に謳っています。そして

その担い手として労働者協同組合を、ＮＰＯ
や企業組合、会社と並べて官庁の文章として
初めて目にしたという点で極めて画期的で
す。これは当面する失業対策という次元をは
るかに超えて、近代あるいは戦後資本主義の
あり方を根底から変えていくようなものを含
んでいるのではないかと思っております。福
祉の領域でもいわれています。
　一昨日、内閣府男女共同参画局の局長にお
会いする機会がありました。彼女がおっしゃ
るには、女性の仕事おこしの支援ということ
をやりたい、でも行政って悲しいんだよね、
と。つまり職業訓練とかはやるけれども、そ
の仕事をどうやっておこしていくのかという
ことは行政ではできないと。あなた方のやっ
ている協同労働の協同組合というものはこれ
からの日本社会にとっていろんな可能性を
持っていると感じています、とおっしゃいま
した。行政というのは何か一枚岩、司令部が
あってやっているというよりも、様々な矛盾
に対応せざるを得ない、様々な要求がぶつか
りあっている。そのときにそれに対応してい
くところ、いわば裂け目が行政の中にあっ
て、そこからよりまともに答えていこうとい
う官僚たちを含めて、これらが結びはじめた
ということではないかと感じております。
　そうでありますと政策の大転換は運動の大
転換につながっていくということです。総会
で連合の高橋組織拡大センターの総務局長が
次のことをおっしゃっていました。連合は全
国に5000の地域協議会を持っていて、雇用
問題を含めて地域のあらゆる問題を解決して
いくということで労働者協同組合の協力を仰
ぎたい、一緒に連結して進めていきたいとい
うことです。その第一弾になるんではないか
というのが埼玉での協同のシンポジウムで
す。連合さいたまの注文として、雇用創出、
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仕事おこしということだけじゃなく、労働組
合運動のあり方の転換、新しい働き方への転
換の視点を組み込んだ集会にして欲しいとい
うことをいわれています。暉峻淑子先生に記
念講演を快諾していただいて、「競争の経済
ばかりが本屋にバックしている、それに対し
て人間の連帯の経済を書きたかったんだ」
と、あの「豊かさの条件」ですね。というこ
とでこの労働者協同組合に極めて関心を示さ
れているということです。
　政策の大転換は運動の大転換を呼び起こし
ていくだろうと感じております。そういう点
で協同総研は、グローバル資本主義に対する
民衆のグローバルなオルタナティブという大
きな視野からどういう提案をつくりあげてい
くのか、働く人びとの周りで自分の言葉を獲
得し仕事をおこすといううねりが起こってい
るこの人間発達にどう貢献していくのかとい
うことが重要になってきます。そして政策や
運動のオルタナティブというのを一緒になっ
てつくりあげていくという大変重要な役割を
もっていると感じております。ぜひ今日の議
論を含めてこの1年間さらに大きな、本来協
同総研が持っていました使命というものを十
全に発揮していただくということをお願いい
たしまして、日本労協連としての挨拶とした
いと思います。
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協同総研は、“協同労働”を広め促進します。
・グローバル化に対抗する、あるべき地域経営・開発の探求
・地域経営・開発、仕事起こしに役立つ協同組合の普及
（労協ビジョンの実現）

●「協同労働法」の必要性と効果について世論形成する
　～新しい働き方としての“協同労働”の理論的深化と法的認知の活動～
●文化・社会背景の醸成～社会的企業・社会的経済の日本での定着を図る
●労働者協同組合論・労協経営論を理論的実践的に構築する
●公共と公益、非営利について法制面と税制面での枠組みを研究する

◆研究会を軸とした月例活動の定着化と「協同の發見」の充実

◆基本研究会を年 6回～ 8回程度開催する
（テーマ）

経済のグローバル化に関わる問題
インフォーマル経済に関わる問題
若い世代の失業と働き方に関わる問題
新しい公共性のあり方に関わる問題

　労協の事業実践に関わる問題（①コミュニティ・ケア　②障害者と協同　③居住
福祉と協同　④ワーカーズコープ・タクシーなど）

　マルチステークホルダーシステムの経営論　など

◆海外における協同組合等の諸政策の研究と日本への紹介
・イタリア（9月）、ドイツ、イギリス調査予定
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・8月の共同連大会に参加するイタリアの社会的協同組合の代表を招いて東京で研究会
を予定

　　◆UN、ILO、ICA、CICOPA等への意見・論文（英文）の発信

◆地域ごとの「まちづくり、仕事起こし」シンポ・集会の定期開催の支援
・連合の地域組織、NPOセンターなどとも連携
　Ex.）さいたまシンポ（9月）、関西協同集会（11/30）、ほか

　◆フィールド調査、実態調査分析（事業団、高齢協等）等による広報
　　・第 2回センター事業団組合員調査

　◆日本労協連、センター事業団などと共催で、地域別の研究会、学習会を開催する
Ex.）東北、東関東、神奈川、北陸、中国、四国　など各年 1回

◆「仕事おこし」講座・教科書の作成
・労協連の「学習・教育計画」への参加・協力

◆法制化市民会議の活動支援
◆所報・Web等を通じた情報の提供
◆各種集会での法制定アピール
◆専門家委員会への協力

( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )所報所報所報所報所報「「「「「協協協協協同同同同同ののののの發發發發發見見見見見」」」」」

　　◆年 12回の発行
　　　・ページ数の減、編集体制の見直しを行い、内容の充実をめざす。

(2)Web(2)Web(2)Web(2)Web(2)Web サイトサイトサイトサイトサイト（（（（（JICR.ORGJICR.ORGJICR.ORGJICR.ORGJICR.ORG）））））
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◆研究所の理論的成果のアーカイブ（学習者への援助）［http://jicr.org］の活用
・「協同の發見」の主要論文のWebサイトへの掲載を進める（現在 2001年前半まで）

そのための予算化　（アルバイト 1名ﾗ@1,000ﾗ100ｈ＝ 100,000）

　　◆ ICA、CICOPA、ILO等の国際会議の資料の翻訳などの掲載

( 3 )( 3 )( 3 )( 3 )( 3 )メーリングリストメーリングリストメーリングリストメーリングリストメーリングリスト（（（（（協協協協協同同同同同総総総総総研研研研研 MLM LM LM LM L）））））

◆会員や周辺の情報交換、協同総研Webサイト更新情報、研究所たよりWeb版の配信を
行う。
◆引き続きML参加者の拡大を行う。

(4)(4)(4)(4)(4)出版出版出版出版出版

　　◆協同労働を広く知らせる書籍の出版を検討する。

( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )会員拡大会員拡大会員拡大会員拡大会員拡大・・・・・参加の推進参加の推進参加の推進参加の推進参加の推進
◆財政の自立化を目指し、(5,000)名の会員拡大を目標とする

◆労協組合員の当面半数以上の会員化を図る

◆教員会員の拡大、学生等（無業者）の仕事起こし支援の講座
・スチューデント・ワーカーズ・コープ
・大学からの研究所および労協事業所のインターンシップ受け入れ
・大学の「生涯学習センター」などと連携した仕事おこしや資格取得の講座

◆地域ごとの研究会・学習会の開催
・センター事業団、労協連加盟各単協との共催

( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )( 1 )労協連情報誌労協連情報誌労協連情報誌労協連情報誌労協連情報誌「「「「「仕仕仕仕仕事事事事事ののののの発発発発発見見見見見」」」」」復刊への協力復刊への協力復刊への協力復刊への協力復刊への協力
◆「仕事の発見」の企画・編集への協力

(2)(2)(2)(2)(2)受託研究受託研究受託研究受託研究受託研究
◆労協連・センター事業団その他関連団体の受託研究・調査
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◆外部団体からの受託研究・調査

(3)(3)(3)(3)(3)協同集会協同集会協同集会協同集会協同集会 20042004200420042004 に向けた準備に向けた準備に向けた準備に向けた準備に向けた準備
　◆労協連とも協議の上、理事会で開催地を決定。準備を開始する。

( 4 )( 4 )( 4 )( 4 )( 4 )年間スケジュール年間スケジュール年間スケジュール年間スケジュール年間スケジュール

20032003200320032003
7/12 仕事おこしシンポin神奈川(川崎）
8/29～ 30 共同連全国大会(大阪）
9/3～ 4 ICA総会（オスロ）
9/6 仕事おこしシンポinさいたま
9/中旬 労協連・協同総研イタリア調査
9/下旬 第2回理事会
10/4～ 5 第 6回ワーカーズ・コレクティブ全国会議in北海道
10/11～ 13 第 8回全国ケアワーカー「研修・交流・支援」大集会（沖縄）
11/1 仕事おこしシンポin十勝（帯広）
11/中旬 第3回理事会
11/30 関西協同集会2003（関西大学）

20042004200420042004
1/上旬 第4回理事会
3/上旬 第5回理事会
5/中旬 第6回理事会
6/末 第14回総会
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2003年4月1日～2004年3月31日

収　　　　入
2000年度
実績

2001年度
実績

2002年度
実績

2003年度
予算

前々年比 前々年比 前年比

会 費 収 入 5,594,600 5,295,800 5,250,600 5,550,000 a 99.20% 104.80% 105.70%

機 関 紙等 出版 115,531 74,788 146,272 150,000 b 129.84% 200.57% 102.55% 所報・書籍などの販売

研究会・講演会 173,000 20,000 22,500 100,000 c 57.80% 500.00% 444.44%

研 究 助 成 8,000,000 7,000,000 7,000,000 6,000,000 d 75.00% 85.71% 85.71%

受 託 研 究 150,000 0 1,200,000 e #DIV/0! 800.00% #DIV/0!

人 件 費 助 成 18,500,000 16,500,000 16,500,000 16,500,000 f 89.19% 100.00% 100.00% 島村、菊地、堀越の人件費

収入合計 32,383,131 29,040,588 28,919,372 29,500,000 g 91.10% 101.58% 102.01%

支　　　　出
2000年度
実績

2001年度
実績

2002年度
実績

2003年度
予算

前々年比 前々年比 前年比

研 究 会交 通費 525,753 145,000 40,000 200,000 1 38.04% 137.93% 500.00% 研究会講演料・交通費

人 件 費 19,684,530 17,540,000 17,310,000 17,100,000 2 86.87% 97.49% 98.79%

各 種 会 議 費 987,979 593,280 581,097 1,000,000 3 101.22% 168.55% 172.09% 各種会議交通費、会場費など

所 報 製 作 費 3,998,189 2,503,240 2,272,909 2,860,000 4 71.53% 114.25% 125.83% 「協同の発見」制作

郵 送 費 982,266 814,714 712,195 800,000 5 81.44% 98.19% 112.33% 所報の郵送費など

通 信 費 501,615 564,023 315,457 400,000 6 79.74% 70.92% 126.80% 電話、PC、FAX、インターネット

印 刷 費 1,064,938 1,384,021 1,107,476 1,200,000 7 112.68% 86.70% 108.35% コピー料金、印刷、リース料など

組 織 活 動 費 2,016,004 610,753 667,104 1,200,000 8 59.52% 196.48% 179.88% 事務局の活動に関わる費用

図 書 資 料 費 141,720 111,916 167,477 200,000 9 141.12% 178.71% 119.42% 新聞、図書、資料

事 務 所 家 賃 3,126,700 2,857,200 2,832,200 2,850,000 10 91.15% 99.75% 100.63% 減価償却費含む

水 光 熱 費 449,885 383,740 396,000 396,000 11 88.02% 103.19% 100.00%

備 品 費 409,420 134,736 346,638 350,000 12 85.49% 259.77% 100.97% PC、PCソフトなど

事 務 用 品 361,542 136,231 66,454 100,000 13 27.66% 73.40% 150.48%

手 数 料 67,335 62,090 45,770 50,000 14 74.26% 80.53% 109.24% 郵便振替手数料

予 備 費 102,869 59,932 166,560 0 15 0.00% 0.00% 0.00% 諸会費・消耗品・雑費

協 同 集 会 1,440,000
支出合計 34,420,745 27,900,876 28,467,337 28,706,000 83.40% 102.89% 100.84%

経 常 損 益 -2,037,614 1,139,712 452,035 794,000 ① -38.97% 69.67% 175.65%

受取利息・雑収入 61,695 108,772 2,730 10,000 ② 16.21% 9.19% 366.30%

前期損益修正益 772,300 -180,000 -100,000 ③ #DIV/0! -12.95% 55.56% 過年度未収入会費

当 期 経常 損益 -1,975,919 2,020,784 274,765 704,000 ④ -35.63% 34.84% 256.22%

前 期 繰越 損益 4,631,213 2,655,294 4,676,078 4,676,078 ⑤ 100.97% 176.10% 100.00%

当期末処分利益 2,655,294 4,676,078 4,950,843 5,380,078 202.62% 115.06% 108.67%

a.　会員350人を想定。
b.　2002実績より
e.　センター事業団アンケート調査委託。
4.　所報執筆謝礼金
6.　インターネット契約変更により削減。
8.　海外調査費
12.　PC購入予定
③　過年度の未収入会費

協 同 総 合 研 究 所　2003年度  収支予算　　　　　　　（単位：円）
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*は新任
氏名 所属

（理事）阿部誠 大分大学
池田徹 生活クラブ生協千葉
大野清貴 全国大学生協連
岡安喜三郎 協同総研

　　　*折居照美 労協センター事業団関西
鍛谷宗孝 日本労協連
神田嘉延 鹿児島大学
菅野正純 日本労協連
菊地謙 協同総研
菊間満 山形大学
斎藤縣三 共同連
坂林哲雄 労協センター事業団神奈川
佐藤進 埼玉県立大学
佐藤洋作 NPO 文化学習協同ネットワーク
島村博 協同総研／法制化市民会議
杉本貴志 関西大学
鈴木勉 佛教大学

　　　*高野修 日本労協連
　　　*田嶋康利 労協センター事業団

田中夏子 都留文科大学
　　　*田渕直子 北星学園女子短大学
　　　*津田直則 桃山学院大学

都筑建 ワーカーズコープ・エコテック
手島繁一 法政大学
富沢賢治 聖学院大学
永戸祐三 労協センター事業団
中川雄一郎 明治大学
橋本吉広 地域と協同の研究センター
藤田徹 労協センター事業団
古谷直道 労協センター事業団
古村伸宏 日本労協連
堀越芳昭 山梨学院大学
村山節子 ワーカーズコープ・キュービック

　　　*山極完治 東邦学園大学
横田安宏 日本高齢協連

（監事） 梶慶一郎 第一経理
小林裕子 日本労協連
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　田村守保（日本労協連）

　　　　　日本労協連の田村
です。菅野理事長の雇
用企画会議の話に関
連することですが、昨
日全労働に行きまし
た。そこでこういった

報告が出ているけれども知っているのかと聞
きましたら、やっぱり知っていました。そし
て企画会議のメンバーの石水さんという人が
労働統計調査事業に書いた論文をもらってき
ました。労働統計調査事業ではＩＬＯのこと
についてかなり踏み込んで書いてあって、Ｉ
ＬＯの初代事務局長のことまで引用し、ＩＬ
Ｏがディーセントワークを打ち出してやろう
としていることに触れています。労働省がこ
ういう形でＩＬＯについて踏み込んで発表し
たというのはあまりないんじゃないかと思い
ます。
　それからもう1つの文章では、今まで労働
省のキャリアが言ったことのないようなこと
をいっています。断片的にいくつか紹介する
と、「労働行政は労働市場の変化に応じて大
胆に変貌を遂げなくてはならない。かつての
労使関係行政から経済運営の一翼を担う政策
企画行政へと大きく転換していかなければな
らない。」といっています。さらに「今まで
真の意味での政策と呼べるような雇用政策は
存在していなかった。」と大胆に言い切って
います。「労働者自体が商品でないことは明
らかであり、労働力が商品であるといわれて

いる。しかし、労働力は本来そのようなもの
ではない。労働力は労働者の肉体と精神に解
きがたく結び付けられており、人間は労働力
を生むだけのために生まれてきたのではな
い。」こういう話を労働省の官僚あたりから
聞いたことがありません。このことは労働行
政が転換しなければならないというところま
できているのではないかと思います。そのこ
とからも協同労働の協同組合法は追い風に
なってきているなと感じています。

大嶋茂男

　　　　　大嶋です。今のこと
に関連するんですけれ
ども、19ページのＮＰ
Ｏ法人の取得という問
題です。法人格を取得
していないというの
は、本気になって仕事

を取る気がないんじゃないかということにつ
ながると思います。今、職業安定所も雇用セ
ンターに変わっていかなきゃいけないとか、
地域の仕事づくり、能力開発の場を積極的に
つくらなきゃいけないということが大きな流
れになってきています。それをそれじゃあ誰
が担うんだということになってきます。職業
安定所みたいなところがそういう能力をもて
るかどうかといいますと、実際に仕事開発を
やっていない人が具体的にやるというのは難
しいです。そうると誰がその能力を地域で
持っているのかと。持っている人たちを結集
したり、そこにノウハウを伝えていく役割と
して我々がそれを担うのか担わないのか。担
うとすれば当然、公共機関から受託という仕
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事をしなければいけないわけで、やるんだっ
たらやっぱりＮＰＯ法人を取るというのはも
う当然のことなんです。私も最近別の仕事で
小金井市と小平市から生ゴミを肥料化すると
いう3年がかりのプロジェクトのコンサルの
仕事を取ったんですけれど、やっぱりやろう
と思うと法人格を持っているのが当然のこと
となっていて、それも積極的に働きかけて初
めて取れるのです。そこを考えると、取ると
いっていてなかなか取らないというのはやる
気がないんじゃないかと言いたくなります。
　ついでにいいますと、「協同の発見」の中
味もそういう分野の話が弱いというか薄いと
いう感じがします。ですからそれも同じ問題
ではないかと思っています。

黒川俊雄（協同総研顧問）

　ジョージ・ソロス
という人が「グロー
バル資本主義の危
機」を書いて、そして
その次は「グローバ
ル資本主義の改革」
書きました。最近は

「グローバリゼーションについて」というの
を書いて翻訳も出ていると思うのですが、そ
の中でＩＬＯの活性化の必要性を強調してい
ます。ＩＬＯの勧告は批准しなくてもいいこ
とになっていますが、ここに出てきている協
同組合振興については労働組合も知らないと
いうのが多いようです。そういう意味では勧
告の内容についてもうちょっと、厚生労働省
などについても揺り動かすような活動が必要
なんじゃないかと思います。中味がないと勧

告だけ出せれてもそのままになってしまいま
す。ディーセントワークというのが問題に
なっていますけれども、具体的にこの問題を
協同労働の中につなげていって働きかける必
要があるのではないかと思います。そういう
意味でも法人格は必要なのかもしれません。
少しその辺は具体的にこういうものが出たと
いうだけではなくてやらないと、あまり知ら
れていないのではないかという気がします。
　　　　　ＩＬＯのことをＷＴＯは無視してきたの
ですが、最近ではＩＬＯでこんなことを言っ
ているよとちょっと書くようになってきまし
た。今までは、企業倒産を招くようなグロー
バリゼーションが失業を増大させている中で
ＩＬＯは無力な状態に置かれているというこ
とが指摘されてきましたが、最近ではＷＴＯ
がＩＬＯのいうことを無視できなくなってき
ました。そういう意味では活性化が必要なの
です。国際機関では各国で動かなければ無意
味だということがいわれています。ですから
勧告が出たといって喜んでいるのではなく
て、何かしなければいけないと思います。そ
ういう意味でもＷＴＯの最近の動きは注目す
る必要があるのではないかと思います。

堀越芳昭（山梨学院大学）

　ＩＬＯ勧告に関して
は学会で「ＩＬＯ・国連
の協同組合政策と日
本」という本を出しま
した。そこには協同総
研の関係者がかなり関
わってできておりま

す。翻訳自体は協同総研の訳として載ってお
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ります。学会ではＩＬＯに関して英文の意見
書を出しましたが、その意見書の半分ぐらい
は受け入れられて、いい勧告になってった手
助けができたのではないかと思います。もち
ろん経団連、厚生労働省、連合といった関係
団体の役員室に文書とその本を寄贈しており
ます。その反応は今のところ全くないのです
が、これからだろうと思います。約1000部
売れているようで、農協などの団体のいろん
な研究会や講習会でも利用されております
が、ＩＬＯが協同組合についてこれほどずっ
と昔から重視していたということを今まであ
まり知られていなかったようです。
　今年の6月のＩＬＯの総会で日本政府に対
して、公務員の問題に関する勧告が出されま
した。今公務員改革というのを日本政府は
やっておりまして、かなり問題になるところ
はあると思いますが、公務員のストライキ権
がないということでＩＬＯは政府を批判して
いるわけです。それに日本政府は答えなくて
はいけないはずです。そして協同組合の振興
についても政府は何らかの形で答えなくては
なりません。国連が今年審議をするはずなん
ですが、国連の文書について日本や各国がこ
の2 年間の間にどういう取り組みをしたの
か、そのまとめが今年の12月にされるはず
です。
　そうした全体の流れから見ていきますと、
やはりＩＬＯや国連、ＩＣＡといったところ
が連携しながら協同組合の振興を展開してい
るという国際的な状況があると思います。問
題はわが国のことなんですが、戦後改革の時
期の協同組合が新たに息を吹き返したのでは
ないかと思います。戦後50数年たちますが、
本当の意味での第2の戦後改革が、制度的に
も運動的にも行われつつあるということで
す。現在、教育基本法、公務員制度などあら

ゆるものががらっと大きく変わろうとしてい
る時期だろうと思います。これは抜本的な改
革になるだろうと思いますので、そういう意
味で第2の戦後改革として目指すべき位置づ
けであると感じています。

杉本時哉（協同総研顧問）

　　　　　私が 40 年来やって
いる異業種交流の研究
の場があるのですが、
そこに三菱総研の専務
をやっていた人でＷＴ
Ｏの交渉に財界代表と
して参加してる人が最

近加わってきました。そこで私は日本の労働
運動の100年について歴史を踏まえながら少
ししゃべる機会がありまして、一番最後の締
めくくりにＩＬＯのディーセントワークの話
をしました。そしたら彼は非常に感激して経
団連として翻訳した事務局長の論文を送って
きてくれました。それと同時にそのときの感
想として、「今まで我々は日本の財界も政府
もＩＬＯ、国際会議に対して越の引けた態度
をとってきた。これがいけないということを
最近痛感いたします。今日はいいお話を聞け
ました。」と書いてきてくれました。経団連
もそこまで言うようになってきたのだから、
いっぺん代表と会ってみないかという話を菅
野さんとしていました。
　それから厚生労働省の雇用創出会議の報告
書ですが、労働金庫としてコミュニティビジ
ネスにどう関わっていくかということでやる
べきことはいっぱいあるので検討して欲しい
と担当者に渡してきました。労金の労働組合
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には、それを経営側に対して自分たちで研究
して提案していくということが必要である、
政策は経営側が出すもので、労働組合は何も
言わないでいるということはないんじゃない

かと話をしました。そこで労協もＩＬＯ勧告
の普及に関して、労金などの組織に提案して
いくことができないものかと思っています。

島村　博（協同総研主任研究員／法制化市民会議）

　お手元にあります
「雇用創出企画会議第
一次報告書」について
簡単にご報告いたし
ます。１つは報告書全
体をどう読むのかと

いうことだとお思います。第2番目は報告書
自体を私ども、そして官庁はどう位置づけた
のかという、そのあたりを中心にお話したい
と思います。
　これは随所に繰り返しのある、出来として
はあまりい報告書ではありません。ただ冒頭
1ページ目の上から2行目をご覧になってい
ただきますと、「雇用機会の創出が喫緊の課
題となっている。」とあります。今まで3千
4千近く、累計で7、8千億円近く雇用創出に
厚生労働省は金を使ってきたと思うのです
が、ここでははっきりと「雇用創出の可能性
がある分野における制度改革を中心として検
討すべきなんだ」といっています。ばらばら
ばらばら要求があったら金をばらまきゃいい
ということじゃないということであります。
すでに平成15年度で雇用創出特別助成金制
度を廃止すると、いったん平成13年の本会
議で大臣が答弁したんですが、その後ふにゃ
ふにゃっとして今に至っていますが、そんな
ことをやったってだめなんだとはっきりここ
で謳ったわけです。
　2ページ以下にあるように、福祉、介護、教

育、文化環境保護などといったコミュニティ
ビジネスの分野で地域密着型のスモールビジ
ネスが注目されていて、なおかつそれが 4
ページにありますように、そこでの働き方と
いうのが従来の雇用の枠組みにこだわらない
新しい働き方であるとあります。これに対し
てどういうスタンスをとるかということで、
3ページ目に戻りますが、「新しい成長のた
めのシナリオが必要である」と書いてありま
す。そして具体的にはどういう組織が現在コ
ミュニティビジネスの分野で雇用創出を担っ
ているのかということで、8ページ以下に名
前が出てきます。例えば「雇用創出は従来の
企業セクターばかりでなく、ＮＰＯ（民間非
営利組織）の増加などにもみられるように、
非企業・非営利セクターにもある。」という
ことで、10 ページ目にはそれらは「ＮＰＯ
（民間非営利組織）、協同組合等（労働者協同
組合、企業組合）、小規模会社など」なんだ
とあります。　　
　13ページを見ますと、こういった働き方、
事業のあり方というのを欧州では「社会起業
家（social entrepreneur）」というもので
あって、世界的趨勢にあるということが述べ
られ、また14ページには、社会的サービス
を担うコミュニティビジネスの主体として、
それには実施主体の形態には制約はないんだ
けれどもとしながら、ＮＰＯ、労働者協同組
合、企業組合、有限会社、株式会社、（これ　



55

協同の發見 2003.7 No.132

は社会的企業としてくくられる有限会社、株
式会社のことです。）などと挙げているわけ
であります。
　では現状はどうなっているのかといいます
と、19 ページにコミュニティビジネスにお
ける雇用の動きということで、ＮＰＯは18
万団体程度あると、しかしそこで飯が食えて
いるというような意味での雇用されているも
のは 3 万人しかいないということでありま
す。つまり6団体に1人という具合でありま
す。それに対しまして労働者協同組合、企業
組合等を合わせると6万人程度が既に就労し
ているということになっています。そこには
制度整備が遅れているということもありまし
て、また融資の関係でも受け皿としての制度
整備が遅れているので、現状のままで放置し
ますと大きな可能性があっても花が開かない
ということになります。そこで58ページに
は、「コミュニティビジネスでの雇用機会も
大きく拡大していくことが期待できる。」と
し、「その際、現行の社会制度では十分な対
応ができないという問題が生じる。新しく生
まれる雇用の形態に対して、どのような社会
制度を提供していくべきか、そのあり方につ
いて検討を深める必要がある。」と提言をし
ています。また56 ページにも、「コミュニ
ティビジネス間での共同雇用や中間支援組織
からの」という文脈の中で、「そこにおける
社会保険制度の在り方を検討することも課題
となる。」ということもいっております。
　全体としては、最も仕事おこしの可能性が
あり現在制度整備がほとんどなされていない
にもかかわらず6万人程度が既に就労してい
るということで、その特徴的なものには雇用
関係のない働き方といった「思い」や「生き
がい」といったものを求める動きもあるし、
それは日本に限らず欧州での動向でもあると

いうことです。制度整備がなされた場合に、
コミュニティ分野で担い得る将来的な10年
後の雇用創出効果は、ＮＰＯ事務局スタッ
フ、協同組合等の組合員において、推計で90
万人程度（62ページ）であると推定していま
す。ここでは政策提言というよりも、政策的
課題のありかを示したという形で終わってい
ます。
　この報告書は、厚生労働省政策統括官室雇
用創出企画会議という厚生労働省全体の政策
を担当する部局にあげられた報告書であると
いうことです。厚生労働省が全体としてこの
問題に正面から取り組み始めたことを明かす
ものだと思います。今までは職安局というこ
とでこの問題をカバーしてきたんですが、旧
厚生省も含めまして政策提言になっていく第
一歩の報告書として出したということが大き
な意義だろうと思っています。

山岡英也

　先ほどの報告の中
で会員拡大の問題と
教育の問題がありま
したが、ぜひ高校の
先生、中学の先生と
いう人たちを会員に
迎えるということを

考えた方がいいのではないかと思っていま
す。
　今まで協同組合というものを小学校、中学
校、高校では学ばないですよね。大学に行っ
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テーマは請負労働者をどうするのかというこ
とだと言われています。私なんかは法的には
個人事業者とされるんですが、実態的には労
働者です。そういう人たちをどう組織してい
くのかという点において、私は協同組合とい
うものが非常に有効ではないかという問題意
識を持っております。今先進国において従来
の雇用関係が解体されてくる中で、もう1度
協同組合という形で労働者を自ら組織してい
くということが大事なのではないかと思って
います。その辺のことも視野に入れていただ
いて、協同組合運動と労働運動の問題意識を
含めた研究をしていただきたいと思います。
お願いばかりで本当は主体でなければいけな
いのですが、どうかよろしくお願いいたしま
す。
　今入札に関する本を作ろうということで研
究をしております。委託労働者がどんどん切
り捨てられてきているという中で、入札の在
り方をどうするのかというのは1つの研究課
題になるかと思います。今自治労なんかがそ
ういう問題に取り組んでいるという現状もあ
りまして、そういう意味でも協同組合が抱え
る自治体からの委託事業、内容と労働運動が
抱えている問題は共通の問題意識になるので
はないかと思います。その視点も含めての研
究を進めていただいて、いろいろ教えていた
だければと思いますのでよろしくお願いいた
します。

国安晋三郎( 共同電機㈱）

　中小企業をやっております国安と申しま
す。今お話にあったような雇用の労働です
ね、日本でも中小、零細企業の雇用が減って

てから協同組合思想の問題、あるいは社会政
策の問題というそれぞれの分野で学ぶように
なっています。それから大学生協の運営もし
ます。いきなり大学でジャンプするよりもや
はりステップ・バイ・ステップで若いうちか
ら育てていくということが大事になってくる
んじゃないかと思います。協同組合教育の問
題を協同組合学会と一緒にミニシンポジウム
を組めるように、そういう体制になれば素晴
らしいなと思います。

杉村和美（ワーカーズコープ・アスラン）
　　　　　

　　　　　ワーカーズコー
プ・アスランの杉村
です。私の問題意識
というのはやはり倒
産が増えているとい
うことです。その中
から労働者が自らの
生活と雇用をどう

守っていくのかというとが一番の関心である
わけです。9月にイタリアに研究に行かれる
ということですので、イタリアにマルコーラ
法というのがあるということですが、それが
今どういうふうになっていてどういう実績を
上げているのか、あるいは上げていないのか
というようなことを見てきていただいて、ぜ
ひご報告いただきたいということが1 つで
す。
　もう１つはフリーランス、いわゆる請負労
働者の問題に関心を持っております。正社
員、パート、派遣労働者というふうに正規の
雇用労働という法制が解体されてきているわ
けですけれども、労働法の学会の中でも次の
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おります。ヨーロッパやアメリカの違いと
いうことでは、中小企業が存続しない限り
雇用はやっぱり守れないだろうと思いま
す。また中小企業の中でも今出ている問題
は、正社員とパートと派遣とそういうのが
みんな入り混じっているということです。
それがないとまたやっていけない。私ども
も昨年人員を半分ぐらいに減らさざるを得
なくなって、労働組合との間でなんとかで
きましたけれども、労働組合でも今までの
形のままでは雇用・収入を守れなくなって
います。本格的にそういうものと闘うよう
なことを労働組合だけでなく経営者も同じ
ように考えてやっていかないと、とても
じゃないけど雇用は守っていけません。
　それから経営にとって今の日本の破産法
とかを解決しない限りは、中小企業の経営
者も経営を守ることというよりも経営を早

く立ち上がらせるこ
とができない 1 つの
大きな原因になって
いると思います。ま
ずこの破産法とその
次が連帯保証の問題
を解決して、企業自
身の法令の問題、それからそれに自営の人た
ちもぜひ加わっていかなきゃならない。そう
いう意味で株式会社の企業から将来は協同組
合にしたいと思ってやっております。そうい
う役割という意味では、協同組合は社会的企
業の一番重要なところじゃないかと思いま
す。株式会社ももともと同じような社会的な
要素を持っていなければいけない組織だと思
いますので、ぜひともこの協同組合運動を進
めていっていただきたいと思います。

岡安喜三郎（協同総研専務理事）

　ＮＰＯ法人
の取得に関し
てですが、言
われたことは
そのとおりで
きちんと取ろ
うと思ってい
ます。方針や
活動に関する

評価、期待ということになりますと、どうい
うところからどういう期待があるのか、労働
行政の中味とか含めまして各種課題だと思い
ます。労働組合と協同組合の話がありました
が、この協同総合研究所は中小企業の経営者
も一緒にいます。実はこれが労働者協同組合

にとっては決定的に重要なことで、本来だっ
たらこういう活動の中から労働者協同組合の
仕事を立ち上げたときの経営のノウハウを受
けるんです。やりながら労働者協同組合の人
間は自分のものとして経営をつくっていくの
です。全体としてそれが、社会に貢献するた
めにどうするのか、今のグローバルという中
で人の幸せはあるのか、現実には逆になって
いるじゃないか、というところの思いで大き
なうねりがつくられてきています。当然核に
は協同組合、とりわけ協同労働の協同組合が
動いているのがはっきりわかりますが、核だ
けで動いているわけではありません。その周
りのいろんな人たちがそれぞれの人生、過去
を背負いながら、未来をどうしようかと入っ
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てきている大きな流れが今の流れだろうとい
うことを感じました。
　それぞれ労働官僚の変化の話からＩＬＯの
勧告、ＷＴＯ、経団連の話と出ましたが、い
ろんな意味で今我々が必要としていること
は、最初に敵をつくることじゃくて話し合っ
ていくことが必要なんだということです。そ
ういう時代に入ってきているのです。日本の
中でもいろんな動きがあります。
　ＩＬＯは協同組合を経営者団体に迎えるこ
とを経営者団体は考えなさいということを
いっているくらいですから、そういう意味で
の協同のあり方というのが21世紀になって
から大きく変わってきています。ということ
はすなわち我々自身の活動が主体的に広が
り、ある程度コアがはっきりしてきたので、
いろんな人たちが情報としても付き合いとし
ても増えてきたということの証なんだと思い
ます。そういう中にこの協同総研もきちっと
入って、先ほどの話にも出ました入札につい
てなどさまざまな研究をやっていきたいと
思っています。
　『全国統一賃金制を軸としたナショナルミ
ニマム』(黒川俊雄･小越洋之助編著)という本
がありまして、個人的にはその名称が非常に
気に入っております。セーフティーネットよ
りももっとわかりやすいんじゃないかと思い
ます。セーフティーネットっていういかにも
落ちこぼれを救ってあげますっていう感じで
すが、そうじゃなくて、所詮国には人間が生
きていく上でミニマムがあるはずです。先ほ
どいった破産法の話も、全くそのとおりで、
変えなきゃいけないんだとやっと今動きはじ
めました。今そういう動きが1つ1つ出てき
ている時期なんだろうと思います。
　そういう点を「協同の発見」の中にも１つ
１つ反映していくということを含めていきた

いと思います。
　まだまだ不十分な中味でいろんなことがあ
ると思いますけれども、この「協同の発見」
を充実させる最大のポイントはこうしろとい
う意見ではなくて自分で書いていただくこと
です。こういうことじゃないかというのを原
稿として書いてもらって送ってもらうという
のが最高の充実なんです。参加というのはそ
ういうものだと思います。それはぜひお願い
したいと思います。事務局が考えて誰かに原
稿を頼むというよりももっと素直でビビット
な中味になると思います。また研究会で協同
総研の場を借りて発信して、インターネット
でも発信できますし、研究会を開いて自分で
発表してみるということもできます。そうい
う研究所らしい活動を協同組合の参加という
形をふんだんに効果的に使って、新しい展望
をつくっていきたいと思いますのでよろしく
お願いいたします。
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　新しく副理
事長になった
ということで
閉会の挨拶を
させていただ
きます。今日
は本当に短時
間でしたけれ
ども中味の濃

い議論ができたのではないかと思います。
　協同組合に関する研究を私はずっとしてい
るわけですが、最近の協同組合の研究論文の
潮流としまして2つぐらいに分かれるような
微妙な対立、あるいは違いがあるのではなか
ろうかと思っています。１つはやはりアソシ
エーションというものを基本において捉える
いわばアソシエーション派という流れです。
それは労働者協同組合や協同総研などの運動
をやっておられる方々が中心で、広い意味で
のアソシエーションの流れで考えている協同
組合研究であると思います。
　もう1つは資本論派といって、資本論を中
心にして展開していく、協同組合を位置付け
ていく流れがあります。この2つは微妙に違
いがあるのではなかろうかと思って観察して
います。
　私はアソシエーション派をベースにしなが
ら、やはり資本や経営の問題というのをきち
んとおさえていくということと、制度の問題
ももう1本筋を通していくという方向で進め
ていこうと思っております。
　そういう具合で見てみますと協同総研の中
にも微妙な違いがあるなというのが感じられ

ます。こういったことで切磋琢磨しながらき
ちんとした議論、研究を進めていって、今生
まれている新しい協同組合の流れが確たるも
のになって、本流になりうるかどうか、協同
総研が常に中心的な役割を果たせるように
なっていくことが重要だと思います。
　私もこの機会に気分を改めまして協力、努
力していきたいと思います。大嶋さんの批
判、ご意見も非常に重要な問題提起でありま
すので、そういったものも受け入れながら微
力ながら協力していきたいと思っています。
今日は本当に充実した総会になりました。午
後はさらに重要な研究会になるかと思いま
す。それではこれで閉会の挨拶とさせていた
だきます。

　

堀越芳昭（協同総研副理事長／山梨学院大学）


